
触覚デバイスのための計測技術協同研究委員会 

設置趣意書 

知覚情報技術委員会 

１．目的 

より現実的な触覚を提示するためには，触覚知覚の基本的メカニズムに対する科学的アプローチから

メカトロニクス要素技術の応用まで，触覚の提示にかかわる幅広い学術領域をカバーする必要がある．

加えて，「触覚」そのものを視覚情報・聴覚情報に置換して伝送することは難しいため，触覚提示デバ

イスの高度化の議論を進めるためには講演会スタイルでは不十分な場合がある．実際に触覚現象・触覚

サンプル・触覚提示デバイス等を自ら体験することが必要不可欠と考えられる．また，デバイスの高度

化において，デバイスの評価や触覚現象の評価に統一的計測技術が必要である．そこで，本委員会では，

触覚体験を共有したうえで，触覚デバイスの高度化のための計測技術に関わる幅広い学術領域の調査・

研究を行うことを目的とする． 

 

２．背景および内外機関における調査活動 

医療・福祉，ロボティクス，バーチャルリアリティなどの分野で触覚が重要視されるようになってか

ら久しく，近年では製品設計・デザイン等の分野でも触覚に着目する事例が見られるようになってきた．

このような状況において，触覚を再現できる触覚提示デバイスが研究・開発されている．これまで，触

覚提示デバイスに関しては，国内外において盛んに研究開発が行われており，一部製品化の例も見られ

る．また，それらの応用も，視覚障害者のための情報提供といった福祉目的から，ロボットの遠隔操作

のための触覚フィードバックにいたるまで幅広い．完成度の高いデバイスが散見される一方で，それら

のデバイスが対象とする現象・感覚が限定されてしまう場合が多い．より高度な触覚を提示できるデバ

イスを開発するために，個々の研究者は触覚知覚の科学的理解から触覚デバイスの開発研究といったト

ピックを共有するための研究会・講演会セッションへ参加している．その例として，日本機械学会ロボ

メカ講演会オーガナイズドセッション（以降 OS）「触覚と力覚」（ポスターセッションであるため，実

機の持ち込みによるデモが可能．一方で可搬型のデバイスに限定される），計測自動制御学会システム

インテグレーション部門「触覚部会」および部門大会でのその OS（最新の研究動向を発表する傾向に

あるセッション．講演会形式であるため，デモの実施は難しい），バーチャルリアリティ学会力触覚の

提示と計算研究会（講演会形式＋見学会など）などが挙げられる．講演会に加えて，実機を持ち込んで

のデモも企画されるようになっている． 

一方，触覚提示デバイスや触覚にかかわる生理現象に焦点をあてたものが多く見られ，計測技術に特

化しているものはあまり見られない．2012年に設置された「触覚デバイスの高度化 協同研究委員会」

及び 2014年に設置された「触覚提示デバイスの高度化 協同研究委員会」では，研究会を触覚関連研究

者が在籍する研究機関で開催し，講演にあわせて研究室ツアーを開催して，触覚体験の共有に努めた．

このようなタイプの活動により，可搬型でないサンプル・デバイスを相互に体験することを可能とした．

一方，触覚デバイスのさらなる高度化には定量的な評価が必要であり，そのための標準的計測方法が無

いという問題も顕在化してきた．そこで，「触覚」に関わるデバイスを評価するための定量的評価方法

としてのセンシング技術に着目して，幅広く学術領域の調査・研究を行うこととした．これまでに設置

された共同研究委員会のように，委員全員が「触覚」体験を共有したうえで議論して調査・研究を進め

ていくスタイルを踏襲する．触覚に対する理解とその触覚提示デバイスへの応用においては，分野横断

的な議論が必要となるため，電気・電子工学や機械工学といったエンジニアリング領域の研究者・技術

者のみならず，解剖学・脳科学・認知学・心理学等の専門家で各学問において実績がありかつ本提案に

賛同いただける研究者に委員として就任いただく． 

 

３．調査検討事項 

① ヒトの触覚に関する解剖的脳科学的理解 

② 触覚提示技術・触覚インターフェースに関する最新動向調査 

③ 触覚提示デバイスに対する評価方法の検討 

④ 評価方法に即したセンシング技術に関する調査 

⑤ 製品開発・デザインにおける触覚情報の役割に関する研究 

⑥ その他 



 

４．予想される効果 

本委員会では，多くの研究者が未だ体験していない触覚現象・触覚提示デバイスを実際に体験してそ

れらの感覚を共有することができる．この触覚の共有を礎として議論し，触覚デバイスの高度化のため

のセンシング技術調査・研究を行っていく．既存技術を利用したセンシング，複数の技術を組み合わせ

た方法，センシング技術そのものの評価といった項目がその中心となるが，これらの項目を遂行する上

で，解剖学・脳科学・認知学・心理学等の知見は必要不可欠である．触覚の共有と広い裾野を持った調

査・研究により，次世代のための高度化された触覚デバイスのためのセンシング技術の開発研究が加速

されることが期待される． 

 

５．調査期間 

２０１６年（平成２８年）７月～２０１８年（平成３０年）６月（２年間） 

 

６．活動予定 

委員会開催 ３～５回／年 

触覚提示デバイス実演または見学会 １～３回／年（上記委員会と併せて開催予定） 

 

７．報告形態 

研究会，部門大会シンポジウムでの発表 

 

８．活動収支予算 

  収入  委員負担金 ０円／年 

  支出  通信費等  ０円／年 


